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10 住宅・土地・公共工事・環境 
 

１ 不動産市場の整備 

 

（１）不動産取引価額情報の開示【平成 15年度結論】 

 不動産取引をめぐる不透明性を払拭し、不動産取引の円滑化と公正の確保を図り、

国民にとって信頼性の高い不動産市場、不動産証券化市場を形成していく上で、不動

産取引価額情報が適切に収集、提供されることは必要不可欠であり、このための新た

な制度を創設する。 

   この際、不動産取引価額情報の収集に当たっては、国民への新たな負担をできる限

り軽減する観点から、不動産登記制度を活用し、登記申請手続の中で取引価額情報が

ワンストップで報告できるようにする。 

   また、収集された取引価額情報の提供に当たっては、市場の透明性等の確保等の観

点から、取引された個別物件の用途、面積、築年数、構造等の属性ができる限り分か

るような形で情報を提供する。（Ⅲ住宅ア⑭） 

 

（２）不動産競売における最低売却価額制度及び内覧制度【平成 15年度中に検討・結論】 

 不動産競売における最低売却価額制度については、所有者、債権者の利益を守って

いるとする指摘がある一方で、その存在が円滑な不動産競売手続を妨げているとの指

摘もある。 

したがって、不動産競売手続をより合理的なものとする観点から、最低売却価額の

決定を一律に義務付けている現行の最低売却価額制度について、その存続、廃止を含

めて検討し、結論を得る。 

   また、平成15年の民事執行法の改正により、執行裁判所が差押債権者の申立てによ

り内覧を実施する制度が導入されたが、差押債権者等に対抗することができる占有権

原を有する者がいる場合には、その同意がある場合に限り内覧を実施することができ

るものとされているところ、そのような者にも、同意の有無にかかわらず、内覧の受

忍義務を課すことについて、検討し、結論を得る。 

 

（３）借家制度の抜本的見直し＜「『規制改革推進のためのアクションプラン』の適切な

実行」17 より一部再掲＞ 

 

    ① 定期借家制度の見直し【平成 15年度中に結論】 

定期借家制度の普及のため、以下の点について、早急に結論を得る。 

ア 居住用建物について、当事者が合意した場合には定期借家権への切替えを認め
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ること 

イ 定期借家契約締結の際の書面による説明義務の廃止の是非を含めた検討 

ウ 居住用定期借家契約に関して強行規定となっている借主からの解約権の廃止の

是非を含めた検討 

 

  ② 正当事由制度の在り方の見直し【平成 15年度中に結論】 

正当事由制度についても、我が国における不動産賃貸市場の健全化と都市再生を

推進するため、以下の点について、早急に結論を得る。 

ア 借地借家法上の正当事由について、建物の使用目的、建替えや再開発等、付近

の土地の利用状況の変化等を適切に反映した客観的な要件とすること 

イ 正当事由に関する賃貸人からの立ち退き料の位置付け・在り方の検討 

 

２ 都市再生の更なる推進 

 

（１）日影規制の見直し【平成15 年度措置済】 

日影規制については、近年、都市再生特別措置法（平成14年法律第 22号）の都市

再生緊急整備地域内の複合的かつ高度な土地利用を促進すべき地域における弾力的な

運用が改めて求められている。 

したがって、都市再生緊急整備地域内において整備されるプロジェクトに関する都

市計画を決定する際には、周辺の都市計画や日影条例についても所要の見直しを行う

等日影規制の弾力的な運用を図る。 

 

（２）市街地再開発事業の推進方策【平成15年度結論、平成16 年度措置】 

  都市再開発法（昭和 44年法律第 38号）では、第一種市街地再開発事業の組合を設

立する際、施行地区内の権利者数及び地積の 3分の2以上の同意が必要とされている

が、再開発事業を進める過程において、例えば、市街地再開発組合設立前に権利を譲

渡し転出する者がいるため、再開発事業実現への熟度が実質的に高まるにもかかわら

ず、権利者数上の同意率が低下するケースもある。 

このため、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新に資する等

の公共性を有する市街地再開発事業について、組合設立認可申請における地権者同意

に係る人数要件及び面積要件の在り方や市街地再開発組合を円滑に設立するための方

策等について検討し、その結果を踏まえ、市街地再開発組合を含めた民間主体がより

円滑に事業を推進できるようにするための措置を講ずる。（Ⅲ住宅ア⑩） 

 

（３）航空障害灯に係る規制の合理化 
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航空障害灯の設置基準については順次規制の緩和が図られてきたが、都心の高度利

用、超高層化の更なる進展に対応するとともに、都市景観の向上に資するため、今後

とも、複数の建物等が隣接して立地する場合における建物群を一体的に捉えての規制

の適用、個別建物についてその高さ、幅に応じた更なる緩和、建物等がライトアップ

される場合にはこれをもって代替可能とする等、更なる見直しを図る。【平成15 年度

措置済】 

また、緩和措置の実効性を確保するため、設置基準の改正内容、新たな設置方法や

改修時の指針、新基準導入のメリット等について積極的な周知を図るとともに、既存

建物において新たな基準に照らし設置不要となった障害灯についても消灯、撤去が可

能であることについて、地方公共団体や事業者等関係者に対し周知を徹底する。【平成

15年度一部措置済・平成16年度中に措置】（Ⅲ住宅ア④） 

 

（４）土地収用法の積極的活用等【平成 16年度以降逐次実施】 

国家的見地から重点的かつ早急な推進が求められる事業については、今般、「収用委

員会審理において、事業認定の公益性に関する不服など収用委員会審理に関係のない

主張をすることができない」旨を明文化するなど、土地収用法の抜本的な改正（平成

14年７月施行）が行われたことを踏まえ、収用委員会において適確な審理の進行が行

われるよう、国として収用委員会等に対して一層の周知徹底を図る。また、併せてそ

の用地の取得等に関して事業認定の適期申請ルールや用地取得状況の公表等について

国として事業者等に対して周知徹底を図る。 

さらに、近年、土地の明渡裁決の取消訴訟等において、既に出訴期間を徒過した先

行処分たる事業認定の違法性が争われ、明渡裁決等の執行停止が提起されるような事

例が見られるが、このような行政処分に関する「違法性の承継」を認める場合には、

事業認定の法律効果の安定性を損なうおそれがある。 

平成 13年の改正土地収用法の施行状況や今後の判例を注視しつつ、違法性の承継の

遮断の可否ないしそれに関する規定の設置について、今後、引き続き調査・検討を進

めていく。（Ⅲ住宅ア①） 

 

（５）通勤鉄道における時間差料金制の導入【平成16年度以降逐次実施】 

 通勤混雑を緩和し快適な通勤を確保するため、オフピーク通勤を推進しピーク時の

需要の分散を図る時間差料金制の導入は有効である。また、時間差料金制の導入によ

りオフピーク料金が低廉化すれば、都心商業地へのアクセスがしやすくなるため、都

心の活性化に資することも期待される。 

   このため、鉄道における時間差料金制の導入に向けて、オフピーク料金制など諸外

国都市における多様な時間差料金手法の収集、ＩＴ技術の活用など最近の技術の進展
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に対応した時間差料金制導入の技術的課題の整理、事業者に対する時間差料金制導入

のための具体的誘引策、時間差料金制導入についての社会全体の理解の促進策等につ

いて、引き続き検討を進めていく。（Ⅲ住宅ア⑨） 

 

３ 街の賑わいの創出＜「『規制改革推進のためのアクションプラン』の適切な実行」13

より再掲＞ 

今後は、道路や河川に代表される公共施設について、その利活用を推進するため、例

えば、以下の施策を講ずる。 

 

（１）河川占用許可の弾力化 

河川占用許可の弾力化については、都市再生プロジェクト（大阪、広島）における

取組に関して、経済合理性の観点から、利活用に伴う利用者の負担の適正化を図りつ

つ、地域合意のもと社会実験を実施するとともに、その実施状況を見守りつつ、地域

の要望があった場合には、治水上の安全性を始めとした河川管理上の支障がなく、か

つ地域の合意形成が図られた場合について、こうした社会実験を拡大するための措置

を講ずる。【平成 16年度以降逐次実施】（Ⅲ住宅ウ④a） 

また、それらの結果を踏まえ、地域の賑わい創出のために、既得権益化の排除や河

川空間整備を一層推進するための新たな財源確保の方策等のスキームを検討し、結論

を得る。【平成 16年度中に結論】（Ⅲ住宅ウ④b） 

 

（２）道路占用許可、道路使用許可の弾力化 

道路の占用、使用については、民間事業者等が、一時的なイベント等に限らず、地

域の合意に基づいて、継続的かつ反復的に街の賑わいに資する多様な経済活動を行う

ことが可能となるよう、その許可に関し一層弾力的な透明性の高い運用が図られるよ

う措置するとともに、管理者の「占用許可」と警察署長の「使用許可」の両方が必要

である場合について、両手続きの統合の推進も含め、一層の簡素合理化を図る。【平成

16年度中に措置】（Ⅲ住宅ウ③a） 

また、道路の占用については、その弾力化にあわせ、地域の合意形成を適切に確保

しつつ、利活用に伴う負担の適正化を図るため、占用者が、経済的観点を踏まえてイ

ベント等への参加者をより公平に選定することや、得られた収入を道路の維持管理活

動等に還元することなどを可能とするスキームを検討し、結論を得る。【平成16 年度

中に結論】（Ⅲ住宅ウ③b） 

 

４ ヒートアイランド対策の推進 
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（１）ヒートアイランド現象に係る調査研究に必要なデータの整備等 

   国、地方公共団体、大学及び研究機関などにおいてヒートアイランド現象に係る調

査研究をより迅速かつ効率的に進めるためには、観測点の増加、データの精緻化や時

系列でのデータの整備・充実を図るとともに、当該データが研究機関などで容易に利

用できるようにすることが重要である。 

   このため、ヒートアイランド現象に係る調査研究のために必要なデータの整備状況

を把握し、研究機関などによる研究を一層促進させるため、ホームページなどを活用

して、当該データを一元的に整理し、公表する。【平成 16年度中に措置、その後逐次

更新】（Ⅲ環境ウ①ａ）  

   また、ヒートアイランド現象へのメカニズムを解明し、その対策を総合的に評価す

る手法の改良を一層促進する。その際には、大規模な埋立てによる海面等からの冷気

の減少が隣接する大都市のヒートアイランド現象に与える影響についても調査研究す

る。【逐次実施】（Ⅲ環境ウ①ｂ） 

 

（２）都市形態及び地表面被覆の改善の観点から見たヒートアイランド対策の推進 

 

  ① 都市における緑地の保全と緑化の推進【平成16年度中に措置】 

都市公園、公共空間の緑、民有の樹林地など、ヒートアイランド現象の緩和に資

する都市の緑を総合的に確保する観点から、緑地の保全・緑化と都市公園の整備を

総合的・一体的に推進する仕組みを整備する。 

このうち、都市に残された貴重な緑を保全する制度については、これまで大きな

役割を果たしてきた厳しい行為規制を課する緑地保全地区制度のほか、届出制によ

り緑を保全する地域制度を創設するなどの拡充を図り、積極的かつ機動的な緑の確

保を図る。また、首都圏近郊緑地保全法（昭和41年法律第101号）等に基づく近郊

緑地保全区域の新たな指定の促進を図るとともに、近郊緑地の保全管理策の充実・

強化を図ることにより、都市における緑地の積極的な確保を推進する。 

さらに、民有地が過半を占める市街地の緑を増加させ、人工化された地表面被覆

の改善を図るため、建築物の敷地や屋上に緑化を求める措置を導入する。 

また、都市公園の整備を進め、緑を確保するため、借地方式で整備する都市公園

の活用を進めるとともに、貴重な都市空間を階層的に有効活用する観点から駐車場

や店舗などと公園を立体的に整備するための制度を創設する。（Ⅲ環境ウ②ａ） 

 

② 水と緑のネットワークの形成など環境負荷の小さな都市の構築 

急速な都市化の進展に伴う市街地の拡大、緑地の減少などにより、我が国におい

て都市のヒートアイランド化が進んだと考えられる。このため、人工排熱の削減を
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図るほか、コンパクトな市街地を形成するとともに、地域の風の流れに配慮して、

斜面緑地等の樹林地の保全、河川等の水辺地、農地などの緑地の連続性を確保する

ことなどが必要である。 

こうした点を踏まえ、環境負荷の小さな都市の構築に関する都市計画運用指針を

策定し、地方公共団体に対して示す。【平成15年度中に措置済】 

また、自然環境の保全・再生・創出を総合的に考慮した水と緑のネットワークを

形成するための施策等をまとめた「都市環境インフラのグランドデザイン」につい

て、平成15 年度に首都圏について取りまとめられるところであるが、近畿圏におい

ても、自然環境の総点検を行うとともにグランドデザインの策定に取り組む。【平成

16年度中に措置】（Ⅲ環境ウ②ｂ） 

 

（３）ヒートアイランド対策に係る大綱の策定等 

 

① ヒートアイランド対策に係る大綱の策定等【逐次実施】 

  ヒートアイランド対策関係府省連絡会議は、平成 15年度中にヒートアイランド対

策に係る大綱を策定するとともに、その後、本大綱に盛り込まれた対策の進捗状況

について検証する。さらに、ヒートアイランド現象のメカニズムの解明、技術開発

や対策手法の高度化の状況等を踏まえて、必要に応じ、大綱の見直しを柔軟に実施

する。（Ⅲ環境ウ⑤） 

 

② 地方公共団体におけるヒートアイランド対策の推進【逐次実施】 

    ヒートアイランド現象は地域性の強い問題であり、国における施策の推進に当た

っては、関係地方公共団体との十分な連携が必要である。このため、国、関係地方

公共団体などによる協議会を設置するなど、関係者間の十分な連携を図るとともに、

大綱に基づき、ヒートアイランド現象が顕著な地方公共団体においてもヒートアイ

ランド対策に係る計画の策定を促進する。（Ⅲ環境ウ⑥） 

 


